
 

 

（ 続紙 １ ）                             
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論文題目 
Hydropower and Socio-economic Development in Laos 

（ラオスにおける水力電力開発と社会経済発展） 

（論文内容の要旨） 

 

 本論文は、天然資源に依存して成長をつづけるラオス経済において、拡大する水力

発電事業がラオス社会にどのような影響を与えているのかという点を主題として、そ

の発展戦略のマクロ経済的合理性を踏まえつつ、それが地域社会に与える影響を、

フィールド調査によって明らかにするものである。論文の主な問題関心は、1) 水力開

発のマクロ経済成長への貢献の程度、2) 水力発電ダムによる移住前後の地域の生活状

況の変化、3) 移住を成功させる潜在的な要因とりわけ開発の主体（投資家・所有者、

行政）の役割、にある。 

 論文は5つの章で構成される。第1章は導入部として論文の問題関心や構成を説明し

ている。 

第2章は、水力発電部門のラオス経済への効果をマクロ経済の情報を活用して分析す

る。輸出の増加、マクロ経済成長など肯定的な効果は確かにある一方で、大規模な投

資が政府債務の増大や、いわゆる「オランダ病」を招く懸念が指摘される。実際のと

ころ、過去約20年間の平均で輸出の21％を占めるなど、ラオスの経済成長に対する水

力発電部門の貢献は大きい反面、同部門の生産量と農業や製造業の生産量には時系列

的な逆相関も見受けられ、深刻ではないものの「オランダ病」の徴候もなしとしない

ことを見いだしている。 

第3章と第4章は、水力発電ダムの建設が、水没地の地域社会に移住を強いることで

生じさせる問題を、フィールド調査に基づいて分析するものであり、論文の中心的な

位置を占める。第3章では、Luang Phabang県Ngoi郡の地域コミュニティに対する、Nam 

Ou 2水力開発プロジェクトの発電所建設の影響を評価する。事業の社会環境影響評価

（Social and Environmental Impact Assessment）報告書や、自身のフィールド調査で得ら

れた情報、とりわけ世帯への聞き取り調査データを分析することによって、移住に

よって、例えば平均年収が以前に比べて25％減少する結果となるなど、利益よりも多

くの不利益がもたらされていることを明らかにしている。 

第4章は、第3章で分析したラオス北部の事例と、中央部で実施されたNam Ngum 2の

水力発電プロジェクトの事例を比較することで、移住を余儀なくさせられたコミュニ

ティの生活水準への影響を決定する要因を、より具体的に探るものである。ここで

は、第3章での観察対象のHatkhip村と比較すればうまく行っているNam Ngum 2プロ

ジェクトのPhonesavath村の移住事業を参照して、移住の過程における生計再建の取り

組みの成果には、受入国政府の責任が大きく、投資家・所有者の行動はそれほど主要



 

 

な決定要因とはいえないこと、また地理的な制約、プロジェクトの実施過程における

規制の遵守や透明性の確保、利害関係者の参加状況が、基礎的な決定要因であること

を確認する。その上で、実際には、プロジェクトの規模、移住前の生計の基盤、再定

住の必要性といった要素が着目すべきポイントであることを指摘する。Phonesavath村

の事例が相対的に成功したことは、Nam Ngum 2プロジェクトの規模に応じて、コミュ

ニティの移転と生計基盤再生への予算がより大きかったこと、さらに移転前には電気

や水道等の基本的なインフラがなく、地域住民の貧困削減のためにもともと移住の必

要性が高かったことが大きな要因となっている。一方のNam Ou 2プロジェクトの

Hatkhip村では、それらの基本的なインフラはもともとかなり整っており、ダム開発が

なければ移住の必要性は低かった。このような事実を明らかにしている。 

第5章は、第2章から第4章の議論をふまえて研究の含意をまとめている。水力発電開

発は、マクロ経済レベルでみれば、天然資源以外の貿易財の競争力を低下させる可能

性があるとはいえ、ラオス経済の成長を牽引する上で不可欠な存在ではある。一方

で、地域コミュニティレベルでは、ほとんどの地域住民が不本意な移住と不十分な補

償に苦しんでいる。2つの移住事業の事例を比較すればPhonesavath村の方が相対的に成

功しているが、どちらの場合も、地方政府の補償事業実施は不完全である。以上の分

析と考察から、論文全体の結論として、1)政府はマクロ経済の成長だけでなく、ダム

によって移住した地域社会にも焦点を当てるべきであること、2)中央政府は、水力発

電会社との契約事項や地方政府の決定事項の確実な実施を管理するべきであること、

3)村落移住の評価は独立した専門家によって実施される必要があること、を主張す

る。 

 

 

  


